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1970年代後半西独における
財政再建政策の特徴
坂野光俊
はじめに
今日，先進資本主義国が恒常的かつ構造的に大幅な公債財源に依存した運
営を長年にわたって継続し，従って多額かつ高水準の公債残高を抱え，高率
の利払い費による財策運営の確直化に直面するという危機的状態に陥ってお
り，財政再建・健全化が政策運営の前提として重要となっている。この問題
を巡る議論は，問題が深刻化した第一次石油危機以後・ 70年代半ばから，殆
ど全ての先進資本主義国において活発に展開されてきた。
本稿が対象にする西ドイツにおいては，社会民主党と自由民主党との連立
政権の下で， 1975年12月に財政構造改善法1)が成立し，財政再建・健全化政策
が実施された。一般に財政構造法 (Haushaltsstrukturgesetz)と略称され
ているこの法律は，二つの法律から構成されている。即ち，一つは，「財政構
造改善のための法律」 (Gesetzzur Verbesserung der Haushaltsstruktur 
vom 18. Dezember 1975)であり，全文47条からなり，第 1条から第44条
までは44の連邦法の部分改正を規定し，残りの 3条には，改正該当法律の改
正形式と担当主務大臣による改正法の公示の仕方（第45条）， ベルリン州に
も適用すること（第46条）および本法律の発効日が別途規定しているもの2)
1)財政構造改善関連の二つの法律の条文は，次の文献によった。 Bundesgesetzbl-
at, Jahrgang 1975, Teil I, Nr. 144, S. 3091-3120. 
2) 1976年1月1日以外を発効日とする条項は，以下の通り。連邦職業教育促進法の
いくつかの条項 (1975年8月1日， 1975年12月31日， 1976年3月31日， 1976年4月
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を除いて， 1976年 1月 1日であること（第47条）を規定している3)。もう一
つの「雇用促進法および連邦援護法の適用分野における財政構造改善のため
の法律」 (Gesetzzur Verbesserung der Haushaltsstruktur im Geltu-
ngsbereich des Arbeitsforderungs-und des Bundesversorgungsgese-
zets vom 18. Dezember 1975)は， 5条からなり，第1条は雇用促進法の
改正，第2条は連邦援議法の改正を内容としており，残りの 3条は，該当法
律の改正形式，ベルリン条項および発効年月日 (1975年12月 1日発効の雇用
促進法の 1条項を除いてすべて1976年 1月 1日）を規定している。
本稿は， 1970年代後半における西ドイツにおける財政再建政策の展開の実
態を把握し，その特徴を明らかにしようとするものである。第 1節では，
1965年ころから今日までの財政赤字の展開を概銀し，本稿のテーマである財
政再建第 1期としての70年代後半期の歴史的位置づけを行なう。第 2節で
1日が発効日）， 祝祭日賃金支払規則および疾病時賃金継続支払法の改正 (1975年
12月1日に発効），連邦官吏法の一部， 軍人恩給の一部， 医療保険規則の一部，連
邦援護法の一部，児童手当法の一部（これらは， 1976年7月1日に発効）， 市町村
交通財源法と連邦児童手当法の一部 (1977年1月1日に発効）， 平価切上げ調整法
と売上税法の一部 (1981年1月1日に発効）。
3) 「財政構造改善法」が改正の対象にしている主要な法律とその該当条文を指摘す
ると，以下の通りである。連邦給与法（第1条）， 連邦と州の給与法の統一と新規
定のための改正法（第2条）， 連邦官吏法（第3条）， 官吏法枠組み法（第4条），
州領域における扶助法規則（第5条）， ドイツ判事法（第6条），連邦警察官吏法
（第7条），連邦航空安全局法（第8条），兵士法（第9条），兵士援護法（第10条），
兵士援護法第6次改正法（第1条），兵士給与法（第12条）， 1967年財政改革法（第
13条），年間特別手当支給法（第14条）， 連邦交通費規則（第16条）， 連邦医療保険
法（第17条）， 連邦職業教育助成法（第18条）， 大学卒業者助成法（第19条），祝祭
日賃金支払規則（第20条），疾病時賃金継続支払法（第21条），連邦社会福祉法（第
2条），連邦援護法（第24条），戦争被害者行政手続き法（第2瞭と）， 負担調整法第
14次改正法（第26条）， 戦争捕虜補償法（第3鴻と）， 連邦難民法（第31条），占領被
害者補償法（第32条）， 病院財源調達法（第3傾と）， 市町村交通財源法（第3瞭と），
貯蓄プレミアム法（第36条），住宅建設プレミアム法（第37条），平価切上げ調整法
（第38条），売上税法（第39条），法人税法（第40条），住宅共同利用法（第41条），
営業税法（第42条），財産税法（第43条），連邦児童手当法（第4傾と）。
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は，この事態に対する専門家委員会および大蔵省諮問委員会の見解を，それ
ら委員会の1975年前後の年次報告や答申等により捉えて，財政再建の政策論
理の特徴を明かにする (1970年代半ばに至る議論の経過も跡づける）。第 3
節は，この政策論理が，財政構造改善法とそれに基づく財政再建施策とし
表 1表国家部門の収入と支出（対GNP比率，彩）
財政団体 I 収入・支出項目 I 1970 I 19so I 1990 I 1992 I 1993 
連 邦 収入 14.4 14.6 13. 7 15.1 14.8 
うち，税 13.4 13.3 12.1 13.2 12.8 
支出 13.8 16.3 15.9 16.8 17.0 
うち，財貨サービス購入 4. 7 4.3 3.4 3.2 3.0 
他部門への移転 5.1 6.4 7.3 5.8 5.8 
公的部門への移転 3.6 4.6 3.8 5.6 6.1 
諸 州 収入 10.9 12.8 1. 5 13.4 13.7 
うち，税 8.0 9. 1 8.4 8.7 9.1 
支出 1. 2 14.0 12.1 14.3 14.9 
うち，財貨サービス購入 6.0 7.1 6.2 6.6 6.8 
他部門への移転 2.6 3.3 2.8 3.4 3.5 
公的部門への移転 2.4 2.9 2.3 3.3 3.6 
市町村 収入 6.1 7.6 6.5 7. 5 7.7 
うち，税 2.6 3.3 2.9 2.9 2.9 
支出 7.1 7.9 6.5 7.7 7.9 
うち，財貨サービス購入 5. 7 6.1 4.9 5.7 5.8 
他部門への移転 1.0 1. 2 1. 2 1. 3 1. 4 
公的部門への移転 0.1 0.2 0.2 0.3 0.3 
社鑓険 1ぬ 13.9 18. 7118. 31 20. 61 21. 9 
支出 13.0 18. 5 17. 5 20. 5 21. 5 
国家全体 収入 39.3 46.0 43.6 47.2 47.9 
うち，税 24.0 25.8 23.4 24.8 24.8 
支出 39.1 48.9 45.7 49.8 51. 2 
うち，財貨サービス購入 20.4 23.8 20.4 22.7 22.8 
他部門への移転 17.7 23.2 22.7 23.8 25.0 
1. 連邦統計局およびDIWによる計算。
2. 出典： DeutschesInstitut fur Wirtschaftsforschung, Wochenbericht 
26. Mai 1994. 
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第2表公債残高
財政団体 I 1970 | 1975 | 1980 | 1985 
連邦 56.5 113. 3 232.3 392.4 
基金等 1. 3 1. 3 3.3 6.7 
ドイツ統一基金
債務処理基金
ERP基金 1. 3 1. 3 3.3 6. 7 
鉄道財産
西独諸州 27.8 67.0 137.8 247.4 
東独諸州
西独市町村 40.3 74.4 95.2 113. 7 
東独市町村
合計 125.9 256.4 368.6 760.2 
補足：信託公社
1. 1993年の数値の一部は推計による。 1994年の数値はDIWの推計。
て，どう具体化されたかを捉える。
第 1節 西独における財政赤字の動向
まず， 1970年以後最近までの財政赤字額の動向を示している 3つの統計資
料によって， 1970年以降の財政危機の深刻化の段階・局面とその特徴を捉え
ておこう。
第 1表は，国民経済計算の方式による国家部門の収支状況を示している。
国家シェアの増大傾向とその中での社会保険部門の比重増大が顕著である
が，連邦，州，市町村の各レベルにおいて，歳出シェアと租税負担シェアの
ギャップが拡大傾向にあることが示されている。連邦については 1970年の
0.4彩ポイントが， 1980年の 3.0彩ポイントを経て1990年の 3.8%ポイントお
よび1993年の 4.2彩ポイントヘと拡大し，州では 1970年の 3.2彩ポイントが
1990年の 3.7彩ポイントを経て1993年には 5.8彩ポイントヘ，市町村では4.5
彩ポイントから 5.5彩ボイントヘ。ただし，このギャップの拡大は単調に一
貫して進行しているのではなく，景気の動向等に左右されつつ，また行政責
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の動向 (1暉燎マルク）
1989 | 1990 I 1991 | 1992 | 1993 I 1994 
490.5 542.2 586.5 611. 1 685.5 754 
7.1 56.9 94.4 190.4 215.5 300 
19.8 50.5 74.4 87.5 93 
27.6 27.5 91. 7 100.0 102 
7. 1 9.5 16.4 24.3 28.0 35 
70 
309.9 328.8 347.4 366.6 394.0 425 
4.9 22.5 40.0 55 
121. 4 125.6 132.1 141. 3 151. 0 160 
8.6 13.2 19.0 27 
928.8 1,053.5 1,173.9 1,345.2 1,505.0 1,721 
14. 1 39.4 106.8 168.3 230 
2. 資料はドイツ連邦銀行。 3. 出典：第1表に同じ。
任のあり方と関連して，連邦，州，市町村によって増大の仕方は不均等に進
展している。
第2表は各年度の公共団体の公債残高を示している。合計額について 5年
間ごとの増加額を出してみると増加のテンボが1970年代半ば， 1980年代はじ
め， 1990年代と増大している。ここでも団体・機関ごとに，公債残高の増加
の態様は異なっている。全体の傾向と一致しているのは連邦であり，基金等
は90年代にドイツ統ーと関わって一挙に膨張している。西独諸州は70年代後
半と80年代前半は国家部門合計や連邦と同様の傾向を示しているが， 90年代
の赤字の増加は連邦ほど激しい形では表れてはいない。西独市町村の場合
は，連邦や全般的傾向とは異なる動向を示している。
1970年以降の各年度の財政収支尻を国民経済計算統計と財政統計の両者で
示している第 3表によっても， 1974~75年， 1981~82年， 1990~91年の 3期
が財政赤字の増大を画期をなしていることが明かである。
以上の統計資料から， 1970年以後の25年間の財政赤字の拡大が 3段階を経
過したことが明かとなった。即ち，不況に伴う税収減・支出増による財政赤
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第3表公共財政の財
国 民 経 済 計 算
年次
I市町村 篇晶 I社会保険 I合計連邦 州
1970 4.4 -2.0 -7.4 -5.0 6.3 1. 4 
1971 3.9 -4.1 -8.1 -8.3 7.1 -1. 2 
1972 -8.0 0.4 -5.2 -12.8 8.4 -4.4 
1973 1.1 -0.4 -3.0 -2.3 13.3 1. 0 
1974 -4.6 -6.5 -5.6 -16.8 4.0 -12.7 
1975 -29.9 -18.1 -7.2 -55.2 -2.5 -57.7 
1976 -24.6 -11. 8 -2.4 -38.8 0.6 -38.3 
1977 -19.2 -6.3 0.3 -25.2 -3.8 -29.0 
1978 -20.7 -9.0 0.2 -29.4 -1. 9 -31. 3 
1979 -21. 2 -11. 2 -3.5 -35.9 0.1 -35.8 
1980 -24.8 -17.6 -4.0 -46.4 3.8 -42. 7 
1981 -32.6 -22.0 -8.1 -62.6 6.0 -56.6 
1982 -33.3 -21. 5 -5.4 -60.2 7.5 -52.7 
1983 -26. 1 -17.8 1. 4 -42.4 -0.2 -42.6 
1984 -22.7 -14.4 3.6 -33.6 -0.4 -34.0 
1985 -17.2 -13. 1 4.3 -26.1 5.0 -21.1 
1986 -20. 1 -14.9 0.5 -34.5 9.1 -25.4 
1987 -27.9 -16.6 0.2 -44.4 6.6 -37.8 
1988 -34.5 -14.9 2.8 -46.6 1. 4 -45.2 
1989 -11. 6 -5.4 3.0 -14.0 16.8 2.8 
1990 -53.5 -15. 1 -1. 2 -69.8 20.0 -49.7 
1991 -92.3 -23.6 3.7 -112. 2 21. 3 -90.9 
1992 -50.2 -27.1 -5.6 -82.9 4.4 -78.5 
1993 -69.2 -38.8 -5.9 -114. 0 12.2 -101. 8 
1994 -68.0 -40.0 -8.0 -117.0 15.0 -102.0 
1. 基金には負担調整基金， ヨーロッパ復興基金， ドイツ統一基金，債務処理基金を
3. 資料は連邦統計局。 1994年の数値はDIWの推計。 4. 出典：第1表に同じ。
字の拡大，財政収支尻の悪化が進行した第 1および第2の画期においては，
その後すぐに赤字の規模は，財政再建努力も影響して縮小に向かうが，東西
ドイツの統合という制度的・構造的な変革にともなう収支尻の悪化である第
3の時期は赤字額も格段に増大するとともに巨額の赤字が持続するという点
で，新たな段階に入ったことが示されている。
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政収支尻（lO(;iぽマルク）
財 政 統 計
連邦 1基金 I 州 I 市町村 I釦靡 I社会保険 I合計
0.4 0.3 -3.0 -5. 7 -8.0 0.0 -8.0 
-1. 5 0.3 -5.6 -8.9 -15. 7 0.0 -15. 7 
-5.9 0.0 -1. 4 -6.9 -14.2 0.0 -14.2 
-2.6 0. 7 -2.0 -4.9 -8.8 0.0 -8.8 
-10.3 0.5 -9.1 -8.5 -27.5 5.2 -22.3 
-35.0 0.2 -19.9 -9.5 -64.2 -2.3 -66.4 
-28.5 -0.0 -15.4 -4.3 -48.3 1. 9 -46.5 
-22.7 0.9 -8.0 -1. 6 -31. 3 -2. 7 -34.0 
-26.5 0.8 -12.4 -1. 9 -39.9 -1.0 -40.8 
-35.8 -0. 6 -14.6 -5.5 -46.8 1. 2 -45.6 
-27.6 -1. 4 -22.4 -6.0 -57.5 5.6 -51. 8 
-37.9 -1. 6 -26.0 -10.5 -76.0 8.2 -67.8 
-37.7 -0.5 -24.6 -7.3 -69.9 5.1 -64.9 
-31. 9 -0. 7 -21. 4 -1. 4 -55.4 -1. 2 -56.6 
-28.6 -0.8 -18.3 1.1 -46.6 -3.2 -49.8 
-22.7 -0.1 -17.2 0. 7 -39.4 2.5 -36.9 
-23.3 0.4 -17. 7 -1. 7 -42.2 6.5 -35.7 
-27.9 0.5 -19.4 -2.6 -49.4 3.9 -45.5 
・36.0 -0.1 -16.4 0.4 -52.1 -1. 5 -53.5 
-20.0 -1. 1 -7.6 1. 6 -27.1 14.2 -12. 9 
-48.1 -22.2 -19.3 -4.6 -94.2 16.9 -77.3 
-53.2 -36.7 -30.4 -5.5 -125.8 9.1 -117. 7 
-39. 4 -28.6 -30.3 -17.1 -115. 4 7.0 -108.4 
-67. 0 -15.2 -41. 8 -13.9 -137.9 -18.6 -156.5 
-68.0 -17.0 -46.0 -16.0 -147.0 
含む。 2. 1990年の連邦の数値には1990年後半の1日東独予算の移管した部分を含む。
次に， 1965年から1983年までの統計資料によって，本稿で対象にする75年
の財政危機の深刻さの度合いを， 60年代後半期との対比で確定することにし
よう。
各年度の新規純起債額の変遷（と物的投資額の動向を対比しつつ）を示し
た第4表からは， 60年代後半において， 67年不況の際に公債依存度が急上昇
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第4表 公共財政の純信用収入と物的投資額との
公共財政 連 邦 州
年次
I I I | a b C a b C a b 
1965 6.9 23.5 29.4 0.1 3.8 2.6 2. 7 4. 7 
1966 5.8 23.4 24.8 0.2 3.9 5.1 2.6 4. 7 
1967 13.0 22.8 57.0 6.6 4.7 140.4 3.9 4.5 
1968 10. 7 23.0 46.5 5.8 4.2 138.1 2.3 4. 5 
1969 2.5 26.4 9.5 0.0 5.0 0.0 -0.3 4.9 
1970 6.5 32.2 20.2 1. 1 5.6 19.6 2.2 6.4 
1971 13.9 37.6 37.0 1. 4 6.4 21. 9 4.9 7.0 
1972 15. 4 39.1 39.4 4.0 6.6 60.6 3.6 6.7 
1973 1. 4 41. 4 27.5 2.7 6.5 41. 5 2.6 7.4 
1974 22.5 46. 1 48.8 9.5 7.1 133.8 7.7 8. 7 
1975 53.6 46.0 116. 5 29.9 7.8 383.3 17.0 8.6 
1976 46.7 43.6 107.1 25.8 7.0 368.6 15.9 8. 1 
1977 31. 7 43.2 73.4 21. 8 7.2 302.8 8.4 8.4 
1978 40.6 47.6 85.3 26.1 7. 7 339.0 12.5 8.7 
1979 43.4 53.3 81. 4 25. 7 8.0 321. 3 13.3 9.3 
1980 53.8 60.0 90. 7 27.1 8.2 330.5 21. 2 10.6 
1981 69.6 57.0 122. 1 37.4 7.3 512.3 24.6 10.0 
1982 68.4 51. 3 133.3 37.2 7.0 531. 4 24.0 9.8 
1983 55.4 48.1 115. 2 31. 5 7.1 443. 7 20.8 9.6 
1. a＝純信用収入額（単位，十億DM) b＝物的投資額 C＝純信用収入額の物
2. 全公共財政には連邦，州，市町村の他にヨーロッパ復興基金と負担調整基金を含
3. 1977-1980年の連邦の信用収入には1974/75年からの景気＝及び特別プログラムに
5. 出典： DerWissenschaftliche Beirat beim Bundesministerium der Fina• 
Netto-Neuverschuldung, 4. Mai 1984', in Der Wissenschaftliche 
en, 1974-1987, Hrsg. vom Bundesministerium der Finanzen, 1988. 
しており，特に50年代以来公債依存度の低いままでやって来ることができた
連邦において最初と言える「危機」を招来せしめていること， 67, 68年にお
いて実物投資額に対して 4割も多い公債発行を借換債を除く純額で発行する
事態にまで立ちいたっていることが分かる。しかし，州・市町村の場合はそ
れほどではない。否，むしろ60年代前半からの州，特に市町村における公債
依存度の高さのために，市町村の起債額を抑えた形での信用財源調達を図ら
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比較 1965-1983（単位， aとbはlOf.意DM, Cは彩）
市 町 村 公債依存度（対総支出割合）
C a I b C 
57.4 4.3 15. 0 28.7 
55.3 3.3 14.8 22.3 
86.7 2.5 13.6 18.4 
51.1 2.4 14.4 16.7 
-6.1 2. 7 16.4 16.5 
34.4 3.5 20.2 17.3 
70.0 7. 2 24.2 29.8 
53.7 8.0 25.8 31. 0 
35.1 7.0 27.5 25.5 
88.5 5. 7 30.4 18.8 
197.7 6.8 29.6 23.0 
196.3 5.0 28.5 17.5 
100.0 2.6 27.6 9.4 
143.7 3.0 31. 2 9.6 
143.0 3.9 36.0 10. 8 
200.0 4.3 41. 2 10. 4 
246.0 6. 1 39.7 15.4 
244.9 6.6 34.5 19.1 
216. 7 2. 7 31. 4 8.6 
的投資額に対する比率（彩） （筆者計算）
む。
公共財政 連邦 I
5.0 0.2 
4.0 0.3 
8.4 8.9 
6. 7 7.6 
1. 4 0.0 
3.3 1. 3 
6.2 1. 5 
6.1 3.6 
4.1 2.2 
7.1 7.1 
14.9 18.8 
12.4 15.6 
8.0 12.7 
9.4 13.8 
9.3 12.6 
10.6 12.6 
12.8 16.0 
12.2 15.2 
9.7 12.8 
対する信用収入を含む。 4. 1983年の数値は一部推計を含む。
州 I 市町村
4.9 11.1 
4.5 8.1 
6.5 6.1 
3.6 5.6 
5.6 
2.8 6.1 
5.5 1. 5 
3.5 10.7 
2.2 8.3 
5.8 5.9 
1. 6 6. 7 
10.3 4.8 
5.2 2.4 
7.1 2.5 
7.0 3.0 
10.1 3.0 
1. 3 4.0 
10. 7 4.3 
9.5 1.8 
nzen,'Gutachaten zu den Problemen einer Verringerung der offentlichen 
Beirat beim Bundesministerium der Finanzen, Gutachten und Stellungnahm-
s. 461, 467. 
ざるを得なかったこと，そのことが連邦における公債依存度の急増をもたら
したということが実態であろう。 71,72年の不況は主として市町村の公債依
存度の上昇をもたらしたが，連邦と州にとっては大きな意味を持たなかった
ことが分かる。
また，第4表からは，新規純起債額が物的投資額に対してどの程度の割合
を占めるかも知り得る。全公共財政レパルで見て1974年までは不況期 (1967
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年）においても起債額は実物投資の範囲にとどまっていたが， 1975,76年に
は公債発行額が大きく物的投資額を上回り， 1977~79年の景気回復期にも実
物投資の73~90彩にまで起債額が高どまりして，不況になると直ちに大幅に
第5表公共財政の公債残高の推移 1965-1983
公債残高（単位， a=l暉虹）M, b＝彩） 対公債す残る高割総合額(%に) 
年次 全公共財政 連邦 州 市町村
I b I b I a I b I a I b 
連邦 州 l市町村
a a 
1965 80.7 31.1 17.0 25. 7 38.5 21.1 31. 8 
1966 88.6 9.8 32.7 5.1 19.5 14. 7 29.3 14.0 36.9 22.0 31.1 
1967 104.4 17.8 40.8 24.8 24.0 23.1 31. 9 8.9 39.0 23.0 30.5 
1968 114.1 9.3 45. 7 12.0 26.3 9.5 34.1 6.9 40.1 23.0 29.9 
1969 115.8 1.5 45.2 -1. 1 25. 7 -2.3 36.6 7.3 39.1 22.2 22.3 
1970 123.2 6,4 47.7 5.5 27.4 6.6 40.0 9.3 38.8 31. 6 32.5 
1971 137.1 11.3 49.8 4.4 32.1 17.2 47.3 18.3 36.3 23.4 34.5 
1972 154.2 12.5 54.5 9.4 36.9 15.0 55.1 16.5 35.3 23.9 35. 7 
1973 165.3 7.2 57.1 4.8 39.4 6.8 61.8 12.2 34.5 23.8 37.4 
1974 188.8 14.2 69.4 21. 5 47.2 19.8 60.7 -1.8 36.8 25.0 32.2 
1975 253.1 34.1 107.1 54.3 66.3 40.5 67.8 1. 7 42.3 26.2 26.8 
1976 292.3 15.5 125.3 17.0 81. 8 23.4 73.1 7.8 42.9 28.0 25.0 
1977 325.2 1. 3 147.9 18.0 89.7 9. 7 75.7 3.6 45.5 27.6 23.3 
1978 365.5 12.4 176.2 19.1 102.0 13. 7 76.4 0.9 48.2 27.9 20.9 
1979 409.1 1. 9 201. 5 14.4 115.9 13.6 80.1 4.8 49.3 28.3 19.6 
1980 460.9 12.7 230.0 14.1 136.0 17.3 84.7 7.5 49.9 29.5 18.4 
1981 534.1 15. 9 269.0 17.0 162.5 19.5 90. 7 7.1 50.4 30.4 17.0 
1982 605.7 13.4 308.5 14.7 187.2 15. 2 97.3 7.3 50.9 30.9 16.1 
1983 665.2 9.8 341. 6 10. 7 210.0 12.2 100.0 2.8 51. 4 31. 6 15.0 
1. a＝公債残高 b＝公債残高の対前年増減率（筆者計算）
2. 公債残高には内国債，外国債を含み，流動債及び公共団体間債務は除外。
3. 全公共財政には連邦，州，市町村の他にヨーロッパ復興基金と負担調整基金を含
む。
4. 1974年以降の市町村債には市町村自己企業の債務を含まない。 1978年は企業会計
制度をとる市町村債病院を含まない。
5. 1983年の数値は一部推計を含む。
6. 出典：第4表と同じ文献の462頁。
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超過するという財政体質が定着したことが示されている。
第5表は，公債残高の動向と公共団体の間の構成比を1965~1983年の期間
について表わしたものである。 1965年以降の動向の特徴として， 1967年，
74 • 75年， 81年という況不期の残高の伸び率が高いのは当然であるが，公共
団体ごとの動きの特徴では， 1970~73年の間は連邦の公債残高の伸びは州・
市町村のそれより，従って全公共団体よりも低い。 74年以降は全体より連邦
は高い伸び率であるが， 74~79年の間は (76年の州の公債増加率を除いて）
第6表公共財政の利払費の推移 1965-1983
利払費（単位， lOil印）M) 歳出総額に対する割合（彩）
年次
全公共諏 I連邦 1 州 1市町村 全公共財政 1連邦 州 1市町村
1965 3.5 1. 2 0.8 1. 3 2.0 1.8 1. 4 3.3 
1966 4.4 1.5 1.0 1. 6 3.5 2.3 1. 7 3.9 
1967 5.4 2.0 1. 3 1.8 3.5 2.7 2.1 4.4 
1968 5.7 1. 9 1. 5 1. 9 3.6 2.5 2.3 4.5 
1969 6.2 2.2 1. 6 2.1 3.6 2.7 2.4 4.3 
1970 6.8 2.5 1. 7 2.4 3. 5 2.5 2.2 4.3 
1971 7. 7 2.6 2.0 2.8 3.4 2.6 2.2 4.2 
1972 8.8 2.8 2.3 3.4 3.5 2.5 2.3 4.5 
1973 10. 5 3.3 2. 7 4.2 3.8 2.7 2.3 5.0 
1974 12.4 4.2 3.2 4.9 3.9 3.2 2.4 5.1 
1975 14.5 5.2 3.9 5.3 4.0 3.3 2.7 5.2 
1976 17.8 6.9 5.2 5.5 4.7 4.2 3.4 5.3 
1977 20. 7 8.5 6.4 5.6 5.2 5.0 4.0 5.2 
1978 21. 8 9.6 6.9 6.3 5.0 5.0 3.9 4.5 
1979 24.9 1. 6 7.9 5.7 5.3 5.5 4.1 4.3 
1980 29.4 14.0 9.0 6.6 5.8 6.5 4.3 4.5 
1981 36.4 18.0 10.9 7.6 6.7 7.7 5.0 5.0 
1982 44.7 22.1 13.8 8.7 8.0 9.0 6.2 5.7 
1983 51. 0 26.6 16.1 8.2 9.0 10.8 7.1 5.4 
1. 全公共財政には連邦，州，市町村の他にヨーロッパ復興基金と負担調整基金を含
む。
2. 1983年の数値は一部推計を含む。
3. 出典：第4表と同じ文献の465頁。
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常に最も高い増加率を示している。ところが， 80~83年には州債の伸び率が
連邦のそれを上回っている。そのことは，公共団体間の構成比にも現われて
いる。市町村の比重は1969年の22.3％を最低にして， 1973年の37.4%にまで
4年間に15.1％ボイントも増加したが，その後は1983年の15.0％にまで低下
し， 10年間で12.4％ポイントの低下である。逆に，連邦と州は1973年を最低
にして，以後，構成比は増大の一途をたどっている。即ち， 10年間に連邦は
16.9％ポイント，州は7.8％ポイント増大している。
公債残高の膨張が引き起こす利払費負担の増大の状況は，第6表によって
示されている。 70年代前半までは市町村の利払費が，絶対額においても支出
総額に占める割合においても最も大きかったが， 70年代後半に入って連邦と
州の利払費が増大し， 1983年には連邦の利払費比率は10％を超えるまでに至
っている。
以上， 1965~1983年の統計によって， 1974/75年の「財政危機」以前にも
1967年前後に「危機」が発生していたが，その程度は1975年のそれとは質的
に異なるものであったこと，従って，財政再建政策は， 1975年危機を契機に
登場せざるを得なかったという事情の一端が示されている。
以上のように 3つの段階を経過して深刻化してきたドイツ財政の現実・実
態を背景として，政策当局にとっての政策運営の課題としての財政健全化・
財政再建の政策路線の緊急度が規定され，各種の登申・報告において再建政
策の論理が検討され，推奨されて，財政危機の度合いに応じた具体的な法律
・施策として実施されることになったと言えるが，ここでの課題はこの点を
1970年代の後半に展開された政策について検討することである。
第2節 1970年代半ばにおける財政再建の政策論理
ここでは，国家行政活動の水準と国民の生活関連の諸権利を保障している
40以上もの法律を一挙に改正する財政構造改善法を制定して，財政健全化路
線の実施に踏み切らざるを得ないという政策判断をするに至った論理の特徴
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を，政策当局のプレーン達の答申を素材に，明らかにしよう。 1970年代半ば
の財政再建の政策論理の特徴は1975年夏の大蔵省学術諮問委員会答申，およ
び専門家委員会答申の内容から知ることができる。
I. 1975年7月5日の大蔵省学術諮問委員会答申「ドイツ連邦共和国におけ
る国家財政の現状と展開動向」は，まえがきに続いて第 1章「国債の作用」，
第2章「国家の構造的赤字の削減のためにとり得る諸措置」に分かれ，国家
支出増大の抑制と公的収入の増大の諸方策を検討している第2章が答申の大
半をなしている 4)。
構造赤字削減のための具体的な諸措置を論ずる前に，まえがきと第 1章に
おいて財政再建に取り組む基本的観点を次のように明らかにしている。
連邦，州，市町村を含む公共団体（社会保険を含まずに）は， 1975年度に
現行予算とそれに基づく推計によると600億ドイツマルク（以下， DMと略
記する）以上の赤字をだすことが見込まれる。この額のうち， 300億DMが
景気循環に起因しているが，そのうち80億DMは追加的雇用政策のための支
出もしくは景気悪化に起因する支出のために生じ， 220億 DMは収入減によ
り生じたもである。従って，残りの300億 DMは，公共財政全体の構造的不
均衡の表現としての赤字である。即ち，赤字のこの部分は完全雇用達成後に
も国家支出シェアが同一水準の場合には残存し続けるものである。 この 300
億DMの構造赤字のうち140億DMは， 1975年 1月1日に発効した税制改正
に基づく収入減ないしは支出増に起因する。
国民総生産の伸び率を超えている国家支出の最近の増加率は，その一部，
特に人件費が，インフラの改善のための支出プログラムの実施に起因してい
るに過ぎないのに，他方，国家の物的投資の増加テンポは1972年以降支出総
4)-Der Wissenschaftliche Beirat beim Bundesministerium der Finanzen, 
"Zur Lage und Entwicklung der Staatsfinanzen in der Bundesrepublik 
Deutschland, 5. Juli 1975", in Der Wissenschaftliche Beirat beim Bunde-
sministerium der Finanzen, Gutachten und Stellungnahmen, 1974-1987, 
Hrsg. vom Bundesministerium der Finanzen, 1988. S. 1-29. 
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額の増加率よりも低く，実質ではむしろ減退している。国家支出シェアの上
昇は一部は近年の非投資的支出の拡大に，一部は国家給付の相対的高価格化
と関連している％
国家支出シェアの上昇の対極には，租税シェアの低下（特に1975年 1月 1
日発効の税制改正に基づいた）があり，支出削減政策および•または増収政
策措置が実施されないと，国家支出シェアと租税シェアとの格差は完全雇用
達成後にも残存し，国債の増加をもたらすだろう。
こうした考え方の下に「国家赤字の循環的意義」と「国債残高の中期的局
面」について論じた後，「財政政策への要請」が述べられる。即ち， 一方で
の名目 GNPの成長率をかなり上回る国家支出の増加率と他方での税制改革
による税負担の軽減によって，国家の構造的財政赤字が発生したが，来るべ
き成長循環の上昇局面においてこの構造赤字を持続することは，経済政策上
・社会政策上・総合社会政策上容易ならぬ事態をもたらすに違いない。これ
を予防するためには，公共団体の将来の財政赤字の本格的な削減をもたらす
ような諸措置が適時にとられることが必要である。そのためには，構造的失
業の克服には高い投資活動が必要であることを考慮して，特に消費的国家支
出の制限および•または民間部門の消費支出の制限を意図した収入増が必要
となる。同時に，経済成長を侵害することなくどの程度公的投資支出を制限
し得るかということを検討すべきである。
5)大蔵省学術諮問委員会は， 1972年6月の答申「社会的生産に対する国家シェアの
上昇をファイナンスするために」において，当時政府によってインフラ改善のため
にとられた支出プログラムの実施は国家支出シェアの上昇をもたらすと予想される
ことを立ち入って論究したが，それに関連して，公的給付の価格は原則的にその他
の価格よりもより速く上昇するから，国家がただ実質国民総生産に対する一定の固
定的な割合を維持するだけで，名目国家支出シェアは上昇せざるを得ないというこ
とを論じている。 DerWissenschaftliche Beirat beim Bundesministerium der 
Finanzen, "Gutachten zur Finanzierung eines hoheren Staatsanteils am 
Sozialprodukt, 3. Juni 1972", in Der Wissenschaftliche Beirat beim Bun-
desministerium der Finanzen, Entschliepungen, Stellungnahmen und Gu-
tachten, 1949-1973. Hrsg. vom Bundesministerium der Finanzen, 1974. 
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以上のような考え方から，大蔵省学術諮問委員会は， 300億 DMの構造赤
字が2,700億 DMの収入水準からすると過大であり，景気回復局面では，金
融逼迫，利子率上昇をもたらし，景気回復・上昇のマイナス要因になるか，
それを回避しようとして通貨増政策をとればインフレ率の加速になるかであ
るという判断から，構造赤字縮小措置を答申の第 2章において歳出面と歳入
面にわたって詳細に検討して，具体的措置を勧告している。その際に，諮問
委員会は，近年のインフレ過程で豊富に歳入が流入したために放漫な支出が
行われたとして，歳入増措置以前に歳出削減措置がとられるべきと主張して
いる6)0 
I. 1975年夏の大蔵省学術諮問委員会答申の発想を国家論まで含めた形で補
強しているのが，専門家委員会の1970年代に入ってからの年次答申の論調で
ある。
70年代初めにおける専門家委員会答申においては，マネタリズム的な抑制
政策的路線の色彩が強まり，政府予算に対して人件費支出増加率が高すぎる
6)答申の後半部分の概要を，その項目見出しによって確認すると以下の通りであ
り，委員会が構造的赤字の克服のために歳入・歳出面で如何なる方向•手段を考え
ていたかが理解できる。
A.国家支出の増大の抑制
1. 公的行政サービスの絶対的・相対的削減
2. 公的行政サービス実施過程における節減
3. 従来公的に供給されてきたサービスの民間分野への移管
(1) 従来通り完全公的資金調達または部分的公的資金調達の下での課題の移管
(2) 課題の移管と完全な民間資金調達への移行
B. 公的収入の増大
1. 国家の財源調達赤字の削減のための非租税的収入政策諸措置
(1) 公企業や公的機関への国家的補助金削減のための諸措置
(2) 社会保険機関への国家的補助金削減のための諸措置
2. 租税的措置
(1) 租税の自然増収措置
(2) 裁量的増税策による増収
C. まとめ
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過度の拡張予算であるとの非難が定着した。 1974年暮れの年次答申は財政政
策を景気中立型に転換すること，通貨政策を政策課題遂行の重要手段と位置
づけ財政政策をその補助手段とすること，財政政策の重点を支出面から歳入
面に移行し，支出構造も変更して財政構造の転換を図るべきであると主張し
た。こうした流れの中で迎えた1975年においては，短期的には景気刺激に配
慮しつつ，中期的には財政再建＝財政健全化が求められ，一層系統的に中期
的プログラムとして体系化されることになった。この点を 1975/76年答申の
文言に即してやや詳しく検討しておこう”。
この年の答申は， 第 1章「景気循環状態」， 第 2章「経済展望」， 第3章
「市場経済の危機か」， 第4章「拡張と再建＝健全化を同時に」という 4章
構成になっていることからも明らかなように，当面している不況•財政危機
を市場経済の基本に関わる問題として設定し，民間部門・市場内部の関係の
問題，国家部門と民間部門との相互関係の問題，短期的課題との関連の問題
として問題を捉えている。
第 3章「市場経済の危機か」は，「問題の所在」， 「成長と完全雇用」， 「国
家活動の修正」の 3節から構成されているが，ここでは「国家活動の修正」
の内容が問題となる。そこで主張されていることは次の諸点である 8)。
1.市場経済社会では潜在生産力の利用請求は市場だけではなく国家を通じ
ても出されるが，ごく最近では，市場を通じて出されたものよりも国家経由
のものが中心であった。そのため，公共団体予算の構造的赤字がその結果と
して生じ， 1976年の財政政策は財政再建を課題にしなければならないだろ
う。多くの指標が，公課負担の限度が近づいていることを示している。多く
の領域において，国家活動は，公共財の過小供給という公式が単純に正当化
されるように思えない程に拡大している。
7) Sachverstandigenrat zur Begutachatung der gesamtwirtschaftlichen 
Entwicklung, Jahresgutachaten 1976/76, "Vor dem Aufschwung".以下，
SVR. JG. 1975/79, と略称する。
8) SVR. JG. 1975/76, S. 166. 
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2.公課負担の限界が即国家活動の限界を意味するものではない。国家シェ
アは，もし信用財源調達割合が上昇すれば，同一の公課負担率の下でも増大
し得る。しかし，信用財源調達割合が上昇しても，利払い負担が増大するた
め，持続的な純収入は相対的に僅かであり，国家が民間貯蓄の任意の割合を
調達できる訳ではないから，信用財源による国家支出の拡大も限界に突き当
たる。信用財源の活用を通じて民間経済の生産性が進捗し，潜在生産力の増
大をもたらす度合に応じてのみ，この方法で利子負担の補填のために使用し
得る税収がより多く生じるだろう。
3.国家経費は，国家が基本的に職務遂行（サービス提供）の財源調達をす
るから，国家がその雇用者に支払う対価によって非常に強く規定されてい
る。それらの給与は一般的賃金動向と歩調をあわせなければならず，人件費
の平均以上の上昇をもたらす。現存の諸課題は重要度を増し，さらに新たな
ものが追加されるだろうから，国家が給付（実施）するべきものは，将来も
確実に増大するであろう。コスト圧力と課題の吸収は諸要請の恒常的増大を
引き起こすが， しかし，新しい諸課題のうち重要と思えるもの全てを賄うに
十分なだけ国家収入を引き上げることはできない。国家が成長と安定を害す
ることなしに実施し得る諸要請がどの程度かを測る場合に，このことを考慮
しなければならない。国家の拡張余地の狭さは，国家にその支出構造を恒常
的に検査することを余儀なくさせる。この要件が満たされる場合に限って改
革は実現され得る。従って，国家活動の見直しは財政政策の持続的任務であ
る。
4. この見直しを実現するため，公的業務は絶えず以下の点について検証さ
れるべきである。即ち，それらが，完全にか部分的にか廃止され得るかどう
か。それらが国家の委託で民間で代替され得ないかどうか。それらが特定の
対価をとって提供され得るかどうか。既に対価がとられているならコスト補
填度が引き上げられるべきか。それらがより安価に提供され得るかどうか。
それらが課題の優先度の変更に適応され得るかどうか等の諸点である。
以上のような基本的考えに基づいて，例示的に人件費の増大， 公的企業
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の，特にドイツ連邦鉄道の非能率，社会保障の財政における公共団体財政と
同様の諸問題が取り上げられている。
5.要するに，国家に対して過大な要求が提出されており，その要求の充足
のために，潜在生産力のうちの国家を通じて利用される部分・割合が過大と
なっており，その現れが巨額の構造赤字の発生である。それ故に，国家活動
の修正・見寵しを恒常的に実施しなければならない。その修正・見直しの方
向は，次のような諸措置の実施であった。 (1)新規増員の中止，現在員数の削
減，合理化，賃上げ抑制による公務部門における人件費コストの節減。 (2)公
的サービス給付の可能な限りの民間化。 (3)公共サービス面での受益者負担割
合の引き上げと新規料金。 (4)移転的支出の制限，補助金方式の貸付方式への
転換。
m.専門家委員会の1975/76年答申の第4章「拡張と再建＝健全化を同時に」
において1976年の財政政策として如何なる政策課題が推奨されているかが，
次の検討事項である。
1. ここでの中心論点は， 「短期的・循環的には景気拡張政策を， 中期的・
構造的には構造赤字削減政策を」という一見矛盾する二重の政策課題が，ど
んな相互関連にあるものとして把握されているかである。この点に関する答
申の叙述のポイントを示す文言をいくつか引用してみよう。
「この二重の任務は， 1976年に相互に対立するものではない。今年におけ
る公共財政の高額の赤字を目の当たりにして，民間はますます不安定になっ
ているので，拡張的財政政策の作用・効果は，財政再建が実施されること
を，財政政策が民間の家計と企業に対して，どの程度信用させることができ
るかということにかかっている。中期的狙いを持った財政再建構想に対する
民間の側の信頼が獲得され得るならば，それだけ一層財政政策は景気循環的
需要拡張のために多くのことをなし得るのである」9)。
「国家が将来その支出のより多くの割合を持続的に信用で賄う，というこ
9) SVR. JG. 1975/76, S. 166-167. 
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とに民間が慣れることを最初から除外する訳にはいかない。もし，この慣
れが生じると，その限りで信用財源調達の増大から何等の拡張的インパクト
も生じなくなる。確かに構造的赤字は小さくなるかも知れないが，財政再建
任務がより容易になるわけではない。慣れが意味することは，民間が潜在生
産力に対する彼らの要請を，増税の場合とは異なって，自発的に抑制する以
外の何物でもない」10)。
「財政政策は来年には総需要を一層下支えしなければならず，同時に構造
赤字の解消を行わなければならない。なぜなら，財政再建構想は公的支出の
節減が前もって予告されるのみならず直接に着手される場合にのみ，信頼に
値するものになるから。控えめでしかない支出増加が景気循環的要請と矛盾
しないのは， 1975年に国家支出が，すこしの増加でも既に広汎な景気刺激的
インパクトを生じせしめる程の水準に達しているからである」11)0 
以上の引用が示すように，一見すると矛盾・対立すると思える二重の政策
課題は矛盾なく両立するものとして把握されているが，その手品のからくり
は民間の構造的財政赤字の持続に対する「慣れ」が財政政策の景気刺激効果
を阻害してしまうという命題，従って「慣れ」の発生を防止する構造赤字削
減措置は財政政策の景気刺激効果を発揮させる作用があるという命題であ
る。 1975年の国家水準が正常以上に高いものになっていることに，副次的理
由が求められているが， 基本的には民間の「慣れ」・適応行動が政策効果を
無にしてしまうという理解が決定的な理由とし捉えられている。
2. こうした発想に基づいて，構造赤字の具体的金額が推計されているが，
その額は，専門家委員会の答申の時点が11月であって，大蔵省の諮問委員会
答申の出された 7月時点から 4カ月経過していることから， 1975年の全公共
財政の赤字額を780億 DMになるものと推定して，不況による税収減に起因
する赤字が180億 DM, 景気政策のための特別プログラムと連邦雇用庁への
財政補助のための支出100億DM,合計景気循環的赤字が280億DM,国家支
10) SVR. JG. 1975/76, S. 169. 
11) SVR. JG. 1975/76, S. 169. 
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出の一部を恒常的に信用調達によってまかない得る部分が165億 DM, これ
らの項目を控除した残りの335億 DMが構造的赤字であり，財政再建の対象
になるものであるとしている。
3.財政再建がいつ終了するかについては，景気の上昇が潜在生産力の正常
稼働率を実現した場合として，この目標を1978年に達成すると考えること，
即ち，公共財政を1978年に景気中立的経路に復帰させ，その時までに構造的
赤字を除去することができると考えることは非現実的ではなかろうとして，
それを実現するための措置を歳出削減だけに求める場合と増税を併用する場
合とについて歳出増加率の許容限度を推計している。即ち， 1978年までの総
潜在生産力の年増加率を 2.5％と仮定し，また不可避的物価上昇率を年 3%
として，経常価格の潜在生産力の伸び率を 5.5％と計算している。そこから
公共団体の支出増加の余地が年率2~2.5％しかなく，景気悪化による支出増
加部分を削減することを考慮して，その他の正常支出の年増加率を 3~3.5%
と想定し，この枠内に支出増加率を維持するには，公共団体は多くの分野で国
家サービス供給を減少させなければならないと述べている。また，こうした
事態を回避するため増税による財政再建の道をとるとすると，支出が年率 6
％で増加すると仮定して，租税負担率が1975年の23％から1978年の26％へと
著しく増加せざるを得ないとして，この方向の困難性を指摘している。
第 3節 財政構造改善法と財政再建措置の特徴
I.第 2節で見てきたような財政赤字の急増に対する基本的考え方に基づい
て， 1975年夏から，短期的・景気政策的には景気刺激政策を，中期的・構造
政策的には構造赤字の抜本的削減，国家活動構造の水準の引き下げを狙った
二正面作戦が展開されることになった。 1975年8月27/28日から 9月10日に
かけて連邦政府は， 1976年予算の政府原案以外に次の 4つの政策決定を行っ
た12)0
12) Bundesministerium der Finanzen, Finanzbericht 1976, S. 85. 
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(1) 1975年の補正予算 (1975.8.27)。1975年予算においてリセッションによ
り強制された追加的支出と収入減を， 151.5億DMの純信用収入拡大によっ
て補填するもの。
(2) 「建設投資およびその他投資の増強計画」 (1975.8.27)。57.5億DM（う
ち31.5億DMは連邦負担）の規模のこのプログラムは，特に，建設業におけ
る雇用リスクの減少，同時に生産と雇用の回復のための国内経済的諸前提の
改善を意図している。
(3) 財政構造改善のための歳出削減と収入改善の決定 (1975.8.28; 1975. 9. 
10)。その全体規模（単位，百万DM)は， 1975年8月28日に， 1976年12,978,
1977年26,843,1978年32,915,1979年23,442と決定されたが， 75年9月10月
に1976年13,023,1977年26,942,1978年32,995,1979年23,526と僅かに修正
され（変化の要因は財政構造改善法による節減額の増額と収入増見積の増額
である）， 政策方針としては最終的に確定された（ただし， 法律改正と関わ
る議会審議において政府提案通り改正が実現しなかったものがあるので，実
際に実施された施策の財政構造改善効果は前記の数字と若干の相違がある）。
(4) 中期財政計画の歳出限度の設定 (1975.8.28)。1979年までの中期財政計
画の期間について，次の総額限度（単位， 10億DM)が予定された。即ち，
1976年16.81,1977年17.32,1978年18.53,1979年19.52。
I.上記4つの政策決定のうち，（1）と(2)が短期的・循環的視点からのもので
あり，（3）と(4)が長期的・構造的視点からのものであることは明らかである
が，ここで(3), (4)の，特に(3)の内容を具体的に見ておこう 13)0 
1975年9月10日連邦政府が最終決定した財政健全化のための諸措置の内容
は，①前年度までに決定してきた中期財政計画の歳出規模を削減するもの，
R固有の財政構造改善措置（これらは財政構造改善法による諸法規の改正に
13)財政構造改善措置の内容に関しては，注1)にあげた法律の他に，次の文献によ
った。 Bundesministeriumder Finanzen, Finanzbericht 1976, S. 85-101. 
Presse-und Informationsamt der Bundesregierung, Bulletin, 1975, Nr. 11, 
s. 1093-1100. 
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伴うものと法律改正を伴わないその他の措置とからなる），③増税措置の 3つ
から成り立っている。この計数的概要は，第7表に示されるとおりである。
3つの財政赤字削減に寄与する金額は， 1978年度について見てみると，ほぽ
3等分される形になっているが， 1976~79年の 4年間でみると， ①が213億
DM, Rが442億DM,③が289億DMであり，固有の財政構造改善措置が最
大の金額として予定されている。その②の442億 DMのうち，財政構造改善
法によるものが346.54億DMで， 4年間の合計額963.86億DMの36.0％を占
めている。さて，これらの諸項目の特徴・概要を見ておこう。
(1) 1974-78年の中期財政計画の削減について
第8表は， 1967年度に策定された中期財政計画 (1期計画）から1994年度
に策定された中期財政計画 (28期計画）までの計画額の規模の変遷を，参考
としてつけた決定額とともに示している。これらの表の各年度の計画額を策
定年次の古いものから新しいものへと順に見ていくことにより，財政再建法
政府案とともに策定された第 9次計画において，計画規模が次第に拡大され
てきたそれまでの傾向が逆転して，新たな計画ほど規模が圧縮されているの
がよく分かる。 この傾向がストップするのが， 1978年度の計画額でみて，
1977年度策定の第11期計画からであり，従って，中期財政計画額の圧縮方式
が2年間 (1976,77年度予算の編成時に）機能したと考えられる。第 1期計
画から1994年策定の第28期までの全ての中期財政計画において，前計画より
も緊縮的な計画（各計画の第2年次の次年度政府予算案を中心に見て）の年
次は，第2期計画 (1969年度予算編成時に策定された1968-1972年度計画），
第5期計画 (1972年度予算編成時に策定された 1971-75年度計画），第 9'
10期計画 (1976,77年度予算編成時に第定された 1975-79年度計画および
1976-1980年度計画），第13,14期計画 (1979,1980年度予算編成時に策定
された1979-1983年度計画および1980-84年度計画），第17~21期計画 (1984
~88年度予算編成時に策定された1983-87年度計画以降1987-1991年度計画
まで）である。これらの諸計画のなかで抑制の度合いが最も厳しかった計画
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第 7表 1975年9月10日の連邦政府の決定内容の概要（単位：百万DM)
| 1976 I 1977 I 1978 I 1979 
総額 13,023 26,942 32,895 23,526 
うち
1.増税措置 8, 185 10,042 10,975 
2.増税以外の総額 13,023 18,757 22,853 12,551 
(1)従来の財政計画の削減 5,100 6,600 11,400 
(2)財政構造改善措置（増税を除く） 7,923 12,157 11,453 12,551 
a 財政構造改善法によるもの 6,016 8,586 9,547 10,505 
b 法律改正によらないもの 1,907 3,571 1,906 2,046 
(2)の内訳
1.公務員関係，小計 1,140 1,268 1,400 1,462 
a 500 560 614 637 
b 640 708 786 825 
2.産業経済 a 15 15 5 
3.農業，小計 269 532 777 1,087 
a 213 456 731 1,041 
b 56 76 46 46 
4.失業保険料引き上げによる
連邦雇用庁への補助金削減 a 3,800 4,600 4,800 5,000 
5.雇用促進措置及びその他の
連邦労働社会秩序省関連 a 900 1,465 1. 725 1,880 
6.保健事業 a 55 155 255 
7.住宅及び都市計画 b 46 109 172 244 
8.研究及び技術 b 50 95 100 105 
9.教育及び科学 a 343 408 410 510 
10.防空壕補助金，その他 b 40 45 45 45 
11. 連邦•州の共同事業，小計 765 759 753 
a 327 327 322 
b 438 432 431 
12.貯蓄促進 a 400 465 525 
13.租税優遇措置の廃止 a 245 300 315 335 
14.補助金廃止（受給者） b 275 300 325 350 
15.包括的支出削減 b 800 1,800 
1. (2)の内訳のaは財政構造改善法によるもの， bは法律改正によらないものをさ
す。
2. 出典： Presse-undInformationsamt der Bundesregierung, Bulletin, Nr 
111, S. 1093, den 12. September 1975. 
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・年次はいつであったかを判断することは多面的検討を要するが，前年また
は前々年度策定の計画額との比較による経費圧縮率で見ると，第 9,10期計
画が最も抑制的な計画であったと評価できよう。特に，この時期の物価上昇
率が他の期間に比較して非常に高かったことを考慮すると，なおのこと抑制
的な計画であったことがよく分かる。 もっとも， 第17~21次期計画になる
と， 1982年までとは政権の性格が（社会民主党と自由民主党の連立政権から
キリスト教民主同盟・社会同盟と自由民主党との連立政権へ）変化するとと
もに，財政再建も恒常化する傾向を示して，新たな局面に入ったことが読み
取れるし， 1990年代に入ると更に新たな段階に入ったことが示されている。
この点は，重要な検討課題であるが，本稿の課題の範囲を超えるので，これ
以上立ちいるわけには行かない（後述参照）。
(2) 固有の財政構造改善措置について
固有の財政構造改善措置は，第7表にあるように15項目の分野から構成さ
れているが，金額上主要なものは，連邦雇用庁に対する補助金の削減，公務
員人件費の削減，連邦労働社会省関連の雇用促進法関連等， 教育・科学関
連，農業補助金削減等，税制上の優遇措置の廃止等である。これら15項目の
節減措置の概要は以下のとおりである。
1. 公務員人件費の削減
1976年 1年間で1.4億DMの節減が図られるが，そのうち 5億DMは
構造法上の措置によって，その他は， 1976年の適度の賃金協約や俸給分
野（加給領域）での同方向の措置のような非法律的措置により節減され
る。従って1976年連邦予算原案では人員増員資金は減額されている。
連邦政府は公務分野の節減措置を実施する際の考え方を次のように説
明している。即ち，公務分野における必要な節減措置は公務以外の類似
分野におけるものと同様の基準で行わねばならない。それらは社会的に
釣合いのとれたものでなければならないし，公務分野における賃金率交
渉により決定される分野と立法的措置によって確定される分野との間に
1970年代後半西独における財政再建政策の特徴（坂野） （385)69 
は調和がとれていなければならない。こうした発想からとられた具体的
措置のうち主要なものは以下の通り。
a 恩給開始年齢の 1年延長。
b 勤務地手当法の改正により特定勤務者の手当月額を減額する。この
点は特に夫婦ともに公務に従事している場合の既婚者手当および勤務
地手当の児童関連費部分に妥当する（従来の 2人分を 1人分に減ら
す）。
C 連邦本省手当およびその他の手当を1975年 1月1日現在のまま固定
する。
d 兵役従事の軍人および国境警備の警察業務につく官吏に対する勤務
割増金の減額。
e 7カ月未満の非職業軍人に対する勤務手当支払の廃止。
f 早期退職者への補償調整額の引き下げ。
g 住宅関係支出の縮小。
h 援護法，交通費規定などの改正による追加的給付の制限。
i 新規増員を認めず， 1,000人の人員削減等。
2. 産業経済
1968年5月15日の石炭調整法の規定によると，炭坑の休業措置により
職を失った炭坑労働者は，それにより被った構造的な不利益を調整する
ために， 2,000~5, OOODMの一時金を受け取ることになっていた。しか
し，炭坑労働市場は，石炭調整法が発効した1968年以来大きく変化し，
今日では炭坑は完全に安定した職場となっているので，一時金の支払継
続は，解雇された労働者が他の職を得られない場合にのみ正当である，
という判断に基づいてこの制度を廃止する。ただし，過酷さをさけるた
めに，この原則からの例外は許容される。
3. 農業補助金削減等
a マルク切り上げ調整金の段階的廃止。 1969年10月27日の平価切り上
げによる損失補填として1970年度以来，農民に対し，農林業経営の売
70(386) 第 40 巻 第4• 5号合併号
上額の 3彩相当額を売上税上の報酬額から減額してきたが， 1976年度
から毎年0.75彩ずつ引き下げる。従って， 1978年の 0.75彩を最後に
1979年からは廃止される（法律改正では毎年0.75彩ずつではなく毎年
0.5彩ずつとなり， 80年の0.5彩を最後に81年からは廃止されることに
なった）。
b 穀物輸送補助は， 1975,76食糧年度で廃止する。この措置はECの
穀物市場秩序の展開によって従来の機能を大きく失っている。
c 種蓄輸出奨励金は， 1976年から直ちに廃止する。
d 農林食品販売促進基金への連邦補助金は1976年から廃止。基金の資
金調達は圧倒的に農業・食糧産業からの負担金でなされているので，
基金の活動の侵害は恐れる必要はない。
4. 連邦雇用庁に対する補助金の削減
連邦雇用庁の財源調達の改善を直接意図した法律改正を行う。失業保
険料を 2形から 3彩に引き上げる。これにより 1976年に約38億 DM,
1977年に約46億DMの増収を図る。これと引き換えに，連邦雇用庁に対
する連邦補助金を 1976年度38億 DM減額し，削減額を次第に増やし，
1979年度には50億DMとする。失業保険料の負担は，就業者 1人平均62
DMから93DMとなり，これらを被雇用者と企業とが負担することにな
る。なお，労働市場の状況が改善がされたら，料率の引き下げをする合
法的可能性を利用する予定であると述べられていた。
5. 連邦労働社会省関連の雇用促進法関連等，雇用促進事業による給付の節
減
この分野では，次のような節減（単位，百万DM)が予定されるが，
雇用促進法改正によるものが大部分である。
1976 1977 1978 1979 
雇用促進法改正 750 1,265 1,485 1,605 
その他の連邦労働省関連 150 200 240 275 
小計 900 1,465 1,725 1,880 
1970年代後半西独における財政再建政策の特徴（坂野） （387)71 
雇用促進法改正は具体的には以下の通り。
a 職業教育助成の分野では， 1973年 3月の連邦政府の雇用促進報告に
関連して，労働市場政策的に無意味であることが判明した若千のケー
スについて，助成対象から除外する。改正原案に含まれている個別措
置は次の通り。
（ア） 職業教育期間を含めて少なくとも 6年以上の就業経験を有する者に
限って助成する。
（イ） 負担金を負担していない者には，彼が追加的な戦業教育以外に職が
ない場合に，交付金を支給せず，貸付金が与えられるのみである。
（ウ） 生計手当の額をより一層失業手当に近づける。その際，失業してい
る無資格のパートタイマーは，その他の者（従来の純労働報酬の58彩）
より高額の生計手当（従来の純労働報酬の80彩）を受け取れる。これ
らの措置によって， 1976年に約4.8億DM,1977年に約9.3億DMの経
費節減が生ずる。
b 高校卒業者・大学卒業者については，既に就業経験をもつ失業者だ
けに失業扶助を支払う。
c 失業者への就業斡旋の際に行う就業意志の有無を判断する基準を一
層厳しくする。
d 悪天侯手当割増金，法定祝祭日の操短手当，配偶者が就業中の失業
者に対する失業手当支給額などは減額される。
6. 保健事業
1972年 6月29日の「病院の経済的安定および看護料規制のための法
律」によって，病院の建設投資コストは連邦と州が負担し，病院新設の
ための連邦負担の金額は法定され，その他の法定の支出について連邦は
無制限に 3分の 1負担を行ってきた。今後は連邦の病院新設への負担額
を段階的に引き下げ，その他の法定支出についても限度額を設定する。
さらに，今後は病院の財源調達のための連邦資金の額は，全体として，
連邦と州との間で共同で合意するニーズ調査に従来以上に関連させるよ
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うにする。
7. 住宅および都市計画
a 1976年以降，住宅手当の支給の調整・増額は実施しない。
b 都市計画促進法に基づく連邦の支出はプログラムの繰延べにより節
減する。この措置は州および市町村の負担軽減にもなる。同様のこと
は，試験建設，比較建設，デモンストレーション建設についても妥当
する。
8. 研究および技術
削減の重点分野は宇宙研究，運輸交通技術研究である。それに対しエ
ネルギー研究，資源確保等の分野は当面は基礎が脆弱で影響を受け易い
分野であるので削減対象とはしない。ここで注意を要するのは連邦研究
技術開発省の予算は補助金受給者への支給額3彩削減によって年間 1億
DM以上の被害を受けることである（第 7表に掲げてあるこの分野の節
減額には，補助金受給者への支給額の 3彩削減の影響は含めていない）。
研究開発のための投資支出の十分な確保の下に，研究機関では部分的に
事務経費の分野でかなりの削減が行われねばならないであろう。一般的
に言って，例えば原子力船をもう一艘建造するような，研究分野の新規
の大型プロェクトは1976年には着手され得ないであろう。また，高熱・
核反応プログラムも多分断念されねばならないであろう。
9. 教育・科学関連
a 職業教育奨励法 (1971年9月）によって学生生徒に対する給付（連
邦65鍬州35彩負担）は急増し， 1975年度には約30億DMとなり，大
学生の45彩，全日制高校生の35彩に助成が及んでいる。この措置に関
連して，受給対象者の所得計算における限度額を引き上げ対象者率を
引き上げる措置 (1976年秋に予定されていた）を中止し，代わって大
学生への貸付割合を増やし，大学生助成額の約 4割を貸付けとする。
b 大学卒業者助成法によって博士課程にある大学卒業者1.5万人が助
成されてきたが，今後はこの資金は給付ではなく貸付けとして与えら
197岬代後半西独における財政再建政策の特徴（坂野） （389)73 
れる（無利子，長期で，返済方法は所得額に応じて変わる）。
10. 防空壕
1. 
民間防衛の分野で，防空壕建設およびその他の支出項目で節減を実施
する。その他の支出項目では，特に災害防護の分野が中心であるが，こ
の項目は最近かなりの増額をしてきたので，節減は不当ではない (1971
年支出額は113.2百万DM,削減前の1976年の支出予定額は150.7百万D
M)。
1976 1977 1978 1979 
防空壕建設（百万DM) 4.0 16.8 23.4 22.0 
その他の支出項目（百万DM) 36.0 28.2 21. 6 23.0 
連邦・州間で共同で財源調達をする事業
連邦と州が共同で財源調達する事業においても節減措置を実施する
が，特に，連邦と州との間での財源の現行配方式が同等でないから一層
必要である。そのための措置が1977年予算を最初にして10彩引き下げら
れる。しかし，この措置によって連邦の協定上の義務を放棄することに
ならない。節減は当初年額約75億DMとなるが，共同財源調達任務事業
に連邦が巨額の負担をすることには変わりはない。個別具体的には下記
の通りである（単位，億DM)。
1976 1977 1978 1979 
地域経済構造の改善 3.4 3. 1 2.6 2.6 
農業構造と海岸保全 13.5 12.1 2.11 2. 1 
大学の新増設 1. 0 9.9 9.9 9.9 
市町村における交通関係の改善 22.6 20.6 21.1 21. 4 
病院の財源調達 10.6 9.5 9.0 8.3 
社会住宅建設と都市計画上の開発・
再開発措置 12.4 12. 7 12.6 12.4 
学生寮建設 1.0 0.9 0.9 0.9 
合計 74.4 68.8 68.2 67.7 
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12. 貯蓄奨励割増金補助の減額
年課税所得が独身者で2.4万DM未満，夫婦で4.8万DM未満（子供 1
人につき0.18万DMの加算）の個人が行う月額一定限度内の貯蓄に対し
国が一定割合の割増金を補助するものとして実施されてきた貯蓄プレミ
アムおよび住宅建設プレミアムについては， 1976年度から現行（前者20
彩および後者23彩）からそれぞれ5彩ポイント引き下げ，前者は15彩に
（法律改正では14彩となる），後者は18彩に引き下げる。
13. 減免税措置の廃止
「信用事業における競争導入延期および預金保障に関する報告書」
(1968年11月18日）の結果に基づいて， 連邦政府は， 各種の信用機関の
租税負担が異なることは競争視点からもはや正当化し得ないとの判断に
至り，現在まだ信用事業に残っている租税優遇措置を廃止し，法人税改
革の枠組みの中で予定されている46彩の統一税率を優遇されている信用
機関（特に貯蓄金庫．信用組合および中央金庫）に対して． 1976年以後
に導入する。ただし，それによって1977年 1月1日の法人税改正の発効
を変更するものではない。
14. 研究開発関連の補助金受給者への補助金を 1975年を基準に全部で約3
彩削減する。
15. 包括的歳出削減として 1976年に 8億DM,1977年に 18億DMを見込ん
でいる。
(3) 増税措置
歳出削減と同時に1975年8月に政府が決定した増税措置は， 1977年か
らの次の諸税の引き上げであった。
1. 付加価値税の税率を，標準税率については11彩を13彩に，軽減税率（食
料品）については5.5彩を6.5彩に引き上げる（その後，実施は 1年延期さ
れ，実際には1978年 1月 1日から実施となった。のみならず標準税率は
197碑は12鍬 1979年から13彩と段階的に引き上げられ，軽減税率は 6%
1970年代後半西独における財政再建政策の特徴（坂野） （391)75 
となった）。
2. タバコ消費税18彩引き上げ。
3. 蒸留酒税20彩（酒精100ヽ 当たり300DM)引き上げ。
m.以上が財政構造改善措置の内容である。
これらの諸措置は，大部分，公務員労働者の労働条件保障の一定部分を廃
止するもの，民間部門を含む労働者の社会保障・社会保険の諸条件の一部を
抑制するもの，大学生・卒業生の就業支援措置の一部の悪化，農林業従事者
の営業条件の優遇措置の廃止等，総じて勤労国民大衆の生活・労働・勉学条
件の保障の一部の廃止・削減である。その限りで生活の質的保障・水準の悪
化につながる性格のものである。他方，企業の投資条件，資本蓄積条件につ
いては殆ど財政構造改善措置の中には含められておらず，むしろ，中期的・
構造的観点からの措置とセットになって実施された短期的・景気政策的観点
からの施策には，投資促進的措置が投資助成•投資補助および公共投資の拡
大の形で専ら促進されている。その限りで，財政構造改善措置を含む二正面
作戦において実施された施策は，単に，国家行政活動の水準（国家シェア，
租税負担率，信用財源調達割合等）を民間部門の自由な活動を許容する水準
にまで量的に引き下げることを意味するばかりではなく，まさに国家・行政
活動の構造を質的に再編すること，公的部門においても民間部門においても
投資支出の増加と非投資的支出の抑制の方向に，歳出も歳入も再編成するこ
とを意味している。
ただし，この段階での生活条件の抑制は，現代的福祉国家の先端を行く西
独の福祉体制の根幹を侵害するようなものではなかったことを，捉えておく
必要がある。この点は， 1980年代の第2次財政再建政策期， 1990年代の第3
次財政再建政策期との段階的相違を把揮する上で重要である。
おわりに
第1節において明らかになったごとく， 1960年代以降の西ドイツでは，財
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政危機は1967年， 1975年， 1981/82年， 1990年代と 4回にわって生じたが，
財政再建政策が展開されたのは1975年の財政危機を契機に1970年代後半の第
1期財政再建政策の実施以後のことであり，その後80年代前半の第二次， 90
年代の第三次の財政再建政策の展開が見られる。その意味で西ドイツは， 70
年代後半から財政再建時代に突入したと把握することができよう。
財政収支尻が大幅な赤字示すことは，従来の形態での国家活動が危機に瀕
することであり，その赤字が循環的で一過性のものであるか，その基礎に構
造的，中長期的諸矛盾の累積が存在しているかにより，対応の仕方が異なる
ものになる。 1960~1989年の30年間についてGDPの実質成長率がマイナス
を記録したのは1967,1975, 1982の各年である。これらの年度を境にこの30
年間を 4つの期間に区分して， 1960~1967年を 1期， 1967~1975年を 2期，
1975~1982年を 3期， 1982~1989年を 4期として， これらの 4期間の特徴
を，主要経済指標（資料は SVR,JG. 1994/95, S. 339, 367, 427, 431)で
捉えてみると，次のように特徴づけることができる。
GDP実質成長率の期間別の年平均を見てみると 1期は3.8%, 2期は3.6
彩で，あまり大きな変化は示していないが， 3期は2.2形， 4期は2.5%で，
1, 2期と 3, 4期との間には大きな変化が表れている。
失業率について期間ごとの最低•最高の幅と年平均失業率（各年度の算術
平均）を調ぺてみると， 1期の幅は 0.7~2.1彩（平均は 1.0%）で， 2期は
0. 7 ~2. 5 % (1. 7形）で，年平均失業率でみると 1967年が一定の画期の役割
を果たしたことが明かであるが，しかし，その後の変化に比較して過大評価
はできないと言える。即ち， 3期は3.6~7. 2彩 (4.6形）， 4期は7.2~8.9彩
(8. 3彩）であり， この 3, 4期の激増は明白に循環的失業が中心であった
段階から構造的失業を主とする段階へと局面が転換したこと，従って，画期
として1975年および1982年が1967年よりもはるかに高い重要度をもつこと示
している。特に， 1982年が失業の構造的累積にとって1975年以上の重要な意
義を示している。
GDPデフレーターでみた物価上昇は， 1期は3.3形で， 2期は5.8彩で，
1970年代後半西独における財政再建政策の特徴（坂野） （393)77 
3期は4.2彩， 4期は2.3彩であり， 2, 3期，特に 2期が他の期間に比して
高水準を示している。
各年度の経常収支尻の対GDP比率を算術平均して期間別の年平均を出し
てみると， 1期0.67彩， 2期1.46彩であり， 3期0.24彩， 4期2.93彩と全期
間を通じて平均して経常収支が黒字であるが，期間別の動向はかなりの相違
がある。ここには，これまでの 3指標の場合のように諸矛盾の累積の段階的
進行というのとは異なって， 1, 3期は黒字の比率は低<, 2, 4期には黒
字は高い比率で発生している。特に，第4期は平均して対GDP比率3%近
いという大幅な黒字が生じている（これが東西ドイツ統合後， 1991年以降赤
字の発生が定着して，新たな段階に入った）。
失業率と物価上昇率の合計数値をだして，非循環的な問題の発生状況を捉
える近似的な指標として利用すると， 1期は4.3, 2期は7.5であり， 3期は
8.8, 4期は10.6というように，次第に数値が増大している。
これらの経済指標から判断し得ることは， 1期から 4期まで次第に循環的
・構造的諸問題の累積が進行しているが， 2期と 3期との間に，諸矛盾の循
環的顕在化という循環的経済危機の段階から構造的矛眉を主とする複合矛眉
の恒常的累積の上での循環的経済危機という複合的経済危機の段階へと転換
が生じていることが明かであり，財政危機の発現という点で1967年と1975年
および1981/82年とがその深刻さにおいて異なり， 1975年以降を財政再建の
時代として規定することが可能であろう。
1966, 67年恐慌を契機とする財政危機は，政権の交代と経済安定成長法お
よび1969年の財政制度改革を引き起こさざるを得なかったという点で決して
軽微なものではなかった。しかし，社会的市場経済の第1段階の政策手段体
系の上に，ケインズ主義的国民経済管理の政策手段を具備し，成熟した市場
経済に適合的な制度に改革・再編された社会経済システム，第2段階の社会
的市場経済制度が，短期間のうちに深刻な財政破綻に見舞われることになっ
た点に， 1975年危機の特徴があり，従って，それへの対応には，政策手段体
系の再編整備や連邦制的財政制度の再編成という対応ではなく，財政健全化
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政策という「過大になった国家活動水準それ自体」の「修正」に着手されざ
るを得なかった。その意味で1970年代半ば以降は，「構造赤字の恒常的定着の
時代」，「財政再建時代」に入ったのであり， 1960年代の後半の「財政危機」
とは質的な違いをもつと考えるべきであろう。
西ドイツにおいては，その後1980年代になってキリスト教民主同盟・社会
同盟と自由民主党との保守連立政権への政権交代の下で，経済の国際化，貿
易・為替の自由化，金融・資本の自由化の急展開， EC統合の進展下での国
際競争の激化のなかで，財政再建政策が再編強化され，さらに1990年代の統
ードイツ時代における巨額の構造的赤字の持続という新段階において新たな
次元において財政再建政策が実施されている。 1975年12月の第一次の財政構
造改善法とその実施による財政再建は，その意味では西ドイツ財政の歴史に
おいて初めてのことであるのみならず，その後に展開された財政再建政策の
原型としての意義を持つものであろう。その意味で70年代後半におけるこの
法律と財政再建の性格の分析は，その後の西ドイツ財政展開の把握にとって
不可欠の前提をなすと言える。
そればかりではない。財政構造改善を連邦政府がうちだしたのは，前記の
ように， 1975年8~9月であるが，石油危機後の財政破綻に対する対応とし
ては，先進資本主義国においても最も早い対応であるだけでなく，財政再建
を唯一の明示的目的として掲げた法律を設定したのも西独が主要国の中で最
初であろう。その意味ではこの法律の実施による財政構造の改善政策の意義
は，構造赤字の恒常化の時代における現代福祉国家・福祉先進国の財政政策
運営の原型を形成したという点で，単に西ドイツー国の財政にとっての意義
だけでなく，第二次大戦後の現代資本主義における財政政策の意義と限界
（勿論，西独という特定国の特殊性・限定性を伴いつつ）を考える上で，重
要な意義をもっていると考えられる。
